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３ 目標なき軍備？日本の水陸両用能力への課題  

ベンジャミン・シュリア  

 

中国の復興を抑止するために日本が防衛力を近代化するうえで目玉と

なるものは、水陸両用戦能力の開発である。自衛隊は、水陸機動団

(Amphibious Rapid Deployment Brigade: 水機団)を編成している。その

主要な任務は、「島嶼の不法占拠に対し、速やかに上陸・奪回・確保のため

の本格的な水陸両用作戦を実施」することである 1。これは、日本の南西に

ある南西諸島周辺における中国の増大する戦力投射と強圧姿勢への直接の

言及といえる。中国の抑止は自衛隊の重要な任務に発展してきており、水

陸両用部隊はこの戦略において重要な役割を果たすと考えられている 2。日

本は西太平洋にまたがる「第一列島線」内にある「前線」国家であり、精

密攻撃などの中国人民解放軍（Peoples Liberation Army: PLA）の脅威の

環の内側に直接位置しているのだから、驚くべきことではない。  

日本が水陸両用戦能力に多大な資源を投入する理由は明白である。中国

は、日本に対してかなり戦略的、軍事的に挑戦的な態度を示している。PLA

には日本の 4 つの主要な島嶼を侵略する能力はまだないが、日本列島の南

西端にある島々の占領は現実的な可能性を帯びつつある3。さらに日本の水

機団主唱者は、日米の水陸両用作戦協力を強化する機会を強調している 4。

米国の一部の専門家は、日本が米国の重要な水陸両用輸送能力の不足を緩

和し、西太平洋における中国の「グレーソーン」の活動に対抗するための

「水陸両用能力構築（amphibious architecture）」に貢献することによっ

て、米国にとってより有用な同盟国となるための手段としての「海兵隊の

ような」自衛隊能力の出現を歓迎している 5。  

しかし、本稿では、日本の水陸両用戦能力は、戦略的および運用上の大

きな課題に直面していると主張する。重要な問題は、水機団がどのような

戦略－作戦的な目標を達成すべきか、また、急速に変化する水陸両用部隊

の作戦環境において、その目標が達成可能かどうかということである。こ

の問いを通じて、水機団の現在の目標及び構成は、戦略的有用性という意

味で説得力がないことを示す。  

日本の水機団は確かに人道支援／災害救助や非戦闘員の避難作戦にお

いて有用な役割を果たすことができる。しかし、急速に作戦環境が変化す
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るハイエンドの水陸両用戦にどのように対応していくかについては、自衛

隊内部ではほとんど再考されていない。まさに、敵味方で激しく競り合っ

ている中での水陸両用戦部隊の有用性は不明なのである。  

水機団の水陸両用戦闘作戦における戦略的焦点は「島嶼奪回」に絞られ

ており、中国が大型水陸両用艦や支援部隊のような高い識別特性を持つ（見

つけやすい）部隊に対する攻撃能力を高めていることを無視している。加

えて、日本の水陸両用戦能力は、中国の増大する軍事力を抑止するために

は危険で時代遅れの防衛戦略に根付いたままである。さらに、作戦上、中

国がからむハイエンドのシナリオでは水機団はあまりにも小さく脆弱であ

る。このほかにも自衛隊は、複雑な作戦を遂行するために必要な統合や継

戦能力という点に問題を抱えている。  

これらの問題が解決されなければ、日本の戦略的意思決定者は、中国と

の実戦の際に水陸両用部隊が戦略的に陳腐化する深刻なリスクを負うこと

になる。日本の防衛計画立案者は、海上拒否戦略の一環として、「島嶼奪回」

に焦点を当てず、より柔軟なアプローチと構造を適用した「水機団 2.0」の

構築に取り組むである。日本の多くの島嶼を防衛するためには、単に水陸

両用部隊が最適な解決策であると仮定するのではなく、自衛隊はこれらの

仮定を机上演習（wargame）によって精査し、代替案を検討すべきである。

要するに、水陸両用戦能力の開発は制度的にも経済的にも安価ではないの

で、別の分野に投資するほうがよいだろう。  

さらに、日本の防衛政策立案者は、水陸両用能力の同盟面を慎重に検討

する必要がある。相互運用性と防衛予算配分の理由から、水機団は米海兵

隊と緊密に連携することに合理的な理由があると考えるかもしれないが、

作戦計画と構造において米海兵隊を模倣することは、日本が特に「島嶼防

衛」に焦点を当てていることを考えると限界がある。日米は、水機団の将

来や統合水陸両用作戦に資するよう、し烈な環境下での作戦にどのように

対応していくかについて比較優位性を検討し、双方の水陸両用戦部隊を調

整していくべきである。  

 

目的は何か：日本の水陸両用部隊の戦略的有用性を考える  

 

日本の水陸両用部隊の開発を疑問視するのは奇妙に見える。たしかに日
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本は島国であり、守るべき島嶼がたくさんある。さらに、インド太平洋地

域は中国、韓国、オーストラリア、インド、さらには東南アジア数カ国も

水陸両用戦能力に投資する「水陸両用戦ルネッサンス（ amphibious 

renaissance）」の真っただ中にある6。水陸両用戦部隊の活動範囲は、人道

支援／災害救助から非戦闘員の退避作戦、「グレーゾーン」の活動への対応、

高烈度戦闘に至るまで、多様である 7。しかし、日本の特殊な戦略的コンテ

クストを検討し、（水陸両用戦という）高度に複雑な軍事力に多額の資金や

人的資源を投入する戦略的根拠を疑問視することは重要である。  

確かに、2011 年 3 月の東日本大震災のような自然災害に脆弱な日本に

とっては、水陸両用能力の一部は理にかなっている。一方で、大型水陸両

用艦への大規模な資金投資や、それを運用するために必要な特殊部隊など、

高烈度作戦に水陸両用部隊を最適化することは、戦略的・経済的なトレー

ドオフを考慮すると、別の方程式となる。例えばオーストラリアの場合、

現実的な作戦シナリオが存在しない中で、オーストラリア軍が同盟国であ

る米国と連携して水陸両用戦を行うという現在の展望の正当性に疑問を呈

している。オーストラリアの水陸両用部隊は非常に小さく、人道援助 /災害

派遣や非戦闘員の退避活動は、より小さく、はるかに安価なプラットフォ

ームで行う方が良い可能性がある 8。日本の戦略環境は、中国と地政学的に

近接している点で異なるが、同様の疑問が提起される可能性がある。実際、

中国軍を直接抑止する (または可能性として戦う )必要性が自衛隊の方がは

るかに高いからこそ、その目的のために水陸両用部隊を構築する戦略的根

拠は、より精査されるべきである。  

日本の現在の水陸両用戦の計画と構成を評価するための出発点は、激し

い競争環境における水陸両用作戦の将来的な有用性に関する仮定である。

日本の場合、これは、ますます高度化し拡大する中国の A2/AD 能力の影響

を考慮することを意味する。他方、日本とその同盟国である米国が中国の

A2/AD 態勢に対抗する手段を持っていないと主張するものではない。それ

どころか、PLA に対抗して「形勢を一変」させ得るし、地理的な利点や精

密ミサイル攻撃という PLA の利点を打ち消す対 A2/AD 構造を共同で作り

出すことも可能である9。そのような態勢を作るうえで、水陸両用戦部隊は

一定の役割を果たす。しかし、デービッド・バーガー総司令官が新たに発

表した「米海兵隊計画指針」が明らかにしているように、変化する太平洋
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地域の作戦環境を反映して、米海兵隊の役割と機構を再考し、再構築しな

い限り、米海兵隊は米国の戦略との関連性を失う危険がある 10。  

日本の防衛計画立案者も、水陸両用部隊の戦略的有用性を再評価する必

要がある。確かに、水機団は、米国の遠征型海軍戦（expeditionary naval 

warfare）のコンテクストにおいて、米海兵隊の広範な任務領域を共有して

いない。日本の専門家は、新興の水陸両用部隊が「遠征型でなく」、その目

的が「日本の敵を抑止し、必要であれば日本の島を防衛及び保護する自衛

隊の能力強化」にすぎないことを強調しようと苦心している 11。現在の水

機団団長である平田隆則陸将補は、日本の戦略計画と水陸両用戦部隊の役

割にとって「島嶼防衛」は「ますます重要である」と述べている 12。  

しかし、特に、日本の水陸両用部隊が、（両用戦艦艇のような）大型艦で

南西諸島を含む PLA の精密打撃システムの「脅迫環（threat ring）」の内

側で活動する「島嶼奪回」作戦を目標としているのであれば、より深刻な

問題である。PLA は、潜水艦、対艦巡航及び弾道ミサイル、戦術戦闘機及

び海洋領域認識への投資によって、諸島周辺で活動する日本  (及び米国)の

艦隊を探知し、狙いを定めることができるだろう。競合する A2/AD 環境下

において、水陸両用強襲による対海岸上陸は、あまりにも危険であり、受

容さえできない13。  

このような中国近郊における水陸両用部隊の作戦のための新たな作戦

環境は、日本にとって戦略的な意味を持つ。その中でも重要なのは、水機

団が、PLA の攻撃に対して南西諸島の多くの島嶼を抑止及び防衛するとい

う、望ましい戦略的効果を達成する能力そのものである。批判的に言えば、

水機団は修正が必要と思われる防衛戦略の中に組み込まれている。2000 年

初頭、日本の防衛計画担当者は、離島防衛が水陸両用部隊の主要な任務で

あると認識していた 14。アナリストが指摘しているように、自衛隊は依然

として「国に入り込む前に、あるいは、それができなければ、その直後に、

迅速かつ徹底的」に PLA の戦力を打倒するという目標を中心とした「前方

防御（forward defense）」戦略態勢をとっている15。この前向きな防衛態勢

において、水機団は「既成事実化のために中国に占領された島嶼の奪還の

ための早期反撃」の先頭に立つことになる16。  

ここで、この戦略は、自衛隊が PLA よりも優れた部隊を展開・維持でき

ることを前提としているが、中国が大規模な紛争の当初から、大戦力を投
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射できるようになりつつあることを考慮すれば、極めて危険である。ヘギ

ンボサムとサミュエルズが指摘するように、PLA との紛争時には、自衛隊

は「最終的には失地を挽回しなければならず、尖閣諸島、または琉球諸島

の南西端にある小島における中国軍に対する日本の早計の反撃は、軍事的

な災いを招く」だろう17。このような作戦は、PLA の兵器システムが作り

出す最大の A2/AD 脅威環の範囲内で、補給線が横断的で伸び切る作戦の

ために、海、空、水陸両用の重要なアセットを必要とする大規模な軍事作

戦となるだろう。水機団による敵の脅威下での着上陸作戦には、「緻密に組

織化された部隊の適用だけでなく、近隣の航空・海上統制を長期にわたっ

て維持することが必要となる。つまり、敵の潜水艦、航空機及び地上発射

ミサイルのための固定または半固定標的に移動式アセットに変えること」

が必要となる18。  

このレベルの自衛隊の作戦術（operational art）を開発するには、多大

な時間と予算の投資が必要となるだろう。現在、水機団は、南西諸島の島

嶼を「奪回する」という作戦上の目的を実現するための能力の大幅な不足

に直面している。その水陸両用能力は少数の大型で脆弱な主要水陸両用艦

艇を中心として形成されているのみである。専用の水陸両用艦艇は、「おお

すみ」型輸送艦（Osumi-class amphibious landing ship）3 隻と輸送用エ

アクッション艇（LCAC: Landing Craft Air Cushion）6 隻のみである。

「ひゅうが」型護衛艦 2 隻と「いずも」型護衛艦 2 隻による支援も可能で

はあるが、これらの艦艇は水陸両用作戦のために特別に設計されたもので

はない19。確かに、多数の短距離離陸・垂直着陸をする F-35 B 統合攻撃戦

闘機（Joint Strike Fighter）を運用するための小型空母（small aircraft）

への「いずも」型ヘリコプター搭載護衛艦の転換計画は非常に高価である

とともに、対潜戦のような他の重要な任務での同艦の有用性を低下させる

ことになるが、理論的にはより大きな空中機動性及び着上陸部隊のための

近接航空支援をできるようになることから、自衛隊の能力を強化すること

につながる20。同様に、オスプレイ・ティルトローター機の取得は、水陸両

用部隊の艦艇からこれらの島嶼の目標への移動を容易にする可能性がある。

日本は、陸上配備型対艦ミサイルの射程を拡大し、同システムを列島の主

要な島に配備すると発表した 21。  

それでも、自衛隊の水陸両用態勢は、大型の識別特性を持つ（すなわち、
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敵に探知されやすい）少数の大型艦の使用を中心としたものになるだろう。

自衛隊は、非常に競合した激しい環境の中で複雑な水陸両用作戦を実施す

るために必要な統合性のレベルを高めることに苦労することになるだろう。

一つの欠点としては、自衛隊の異なる軍種間の真の統合と指揮統制を可能

にする有効なメカニズムが欠如していることである。例えば、陸自が、後

方支援の役割のために海自や空自の部隊を指揮することを、海自や空自が

問題なく許容するかどうかは全くわからない。実際、そのような活動に関

する統合ドクトリンは現在のところ存在せず、海自の上級幹部の間では、

水機団は作戦上の必要性よりもむしろ陸自のロビー活動の結果であるとい

う疑念が生じている22。  

それが真実であろうとなかろうと、水陸両用能力の真の目的に対する軍

種間の不信感を克服することは難しいだろう。また、統合火力調整、特に

将来の着上陸作戦のための近接航空支援という課題への対処も困難になる。

空自の任務は、防空任務に集中し続けているため、陸自や海自の水陸両用

作戦の考え方や計画に概念的に統合されていない 23。近接航空支援に関す

る陸自と空自との間の重大な信頼関係の問題を解決する必要があり、この

問題を最小化するためには、F-35 B 垂直離着陸機を空自ではなく、海自に

配備すべきであるという日本の専門家の意見もある 24。自衛隊の中には筋

金入りの演習文化があるが、このコンテクストでは役に立たないし、水陸

両用作戦のための大規模な統合演習が欠けている25。  

最後に、ランド研究所の研究では、日本の初期の水陸両用部隊には、「島

嶼奪回」任務に必要な装備が不足していることが明らかとなった。例えば、

「ひゅうが」及び「いずも」型ヘリコプター搭載護衛艦は、数が限られて

おり、強襲揚陸艇や揚陸エアクッション艇を運用するための注水可能なウ

ェルドックがない。また、3 隻の「おおすみ」型の輸送艦は、収容能力が

欠けており、揚陸エアクッション艇が 2 隻しか搭載されておらず、また自

衛隊の強襲揚陸ビークルとして最適化されていないため、高烈度環境にお

ける艦上-沿岸部間の主要なコネクターとしての有用性も限られている。陸

海空自衛隊の個々の文化が深く根付いているため、地上部隊の迅速な展開

のために設計された小型高速艦艇への投資に対する積極性が限られている。

例えば、海自は伝統的に米海軍を支援することに重点を置いており、主要

な水上艦艇や潜水艦への投資を望んでいる 26。その結果、現在の自衛隊の



7 

形態では、多くの島嶼を防衛するための複雑な水陸両用作戦を実施する準

備ができていないように見える。  

 

「水機団 2.0」に向けて? 

 

トランプ政権の政策により、太平洋地域の米国の同盟諸国が「アメリカ・

ファースト」時代における米国の防衛コミットメントに少なからず疑問を

抱くようになったこともあり、日本政府は防衛の自助努力を高める計画の

必要に迫られている。日本の政治戦略は、日米同盟が日本の防衛の要であ

り続けるとの期待を核としたままであるにもかからず、自衛隊は、徐々に

ではあるが、将来、全く異なる環境で運用するために進みだしている 27。

しかし、トランプ政権との交渉を通じて、日本政府は、この同盟の将来に

ついてこれまで以上に懸念している 28。  

このような状況において、水陸両用能力の開発は、独立した防衛能力を

強化し、日米 (オーストラリアの可能性もあるが )の水陸両用戦領域におけ

る協力の機会を拡大するための足がかりとして、自衛隊の一部、戦略的政

策立案者、専門家コミュニティによって提示されている。しかし、水陸両

用部隊の運用環境が変化していることを考えると、水機団とそれを支える

関連部隊が「目的に合う」かどうかは疑問である。水機団が「島嶼奪回」

に焦点を当てていることは、大規模な水陸両用部隊や支援部隊に対する重

大かつ増大する脅威をもたらす中国の能力を無視している。特に、リスク

の高い環境における水機団の将来的な有用性について、日本の戦略コミュ

ニティではほとんど議論がなされていないことは注目に値する。  

戦略的陳腐化のリスクを回避するために、日本は進化する防衛戦略にお

ける「水陸両用」の将来を再考すべきである。日本の防衛計画立案者が、

高度で台本のない共同演習やシミュレーションを通じて、高度な PLA の

A2/AD の脅威の下で－そして米軍の支援なしに－水機団と自衛隊がどの

ように所望の戦略－作戦的作戦目標を現実的に達成できるか実証すること

ができないのであれば、日本政府は「水機団 2.0」の立ち上げを検討すべき

である。このアプローチは、水陸両用部隊が実際に日本の防衛において役

割を果たすことができるという前提に基づいているが、そのためには、い

くつかの探知されやすい大型艦を中心とした「島嶼奪回」に批判的な焦点
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を当てる必要がある。水陸両用部隊の展開は、A2/AD の脅威環内での早期

かつ迅速な打倒を追求するのではなく、長期的な戦役において PLA の戦

力投射能力を挫折させるため日本の能力をより打たれ強く増強することを

強調した「積極拒否（active denial）」的な防衛戦略の一部として考えられ

るべきである29。  

海自は、「海岸急襲（storm the beach）」作戦ではなく、PLA の弱点を突

く戦略の一部として、水陸両用部隊をどのように活用するかに焦点を当て

るべきである。自衛隊は米軍との連携により、進攻してくる PLA 部隊に海

洋と空域の拒否という脅威をもたらすだけでなく、日本の南西諸島のほん

の小さな島嶼の占領すら非常に困難であると認識するだろう。日本の水陸

両用部隊は、列島線を横切る PLA に対する多様な海洋 A2/AD の態勢を取

れるよう完全に統合された海上戦略（fully integrated naval strategy）の

一環として運用されるという位置づけの方が適しているかもしれない。そ

のような視点から見た場合、水機団が陸自というよりはむしろ海自の一部

隊となることで、（陸海の）摩擦を減らし、有機的に統合的に運用できるよ

うになるのかもしれない。水機団はまた、大型で脆弱な艦艇への依存を減

らし、その代わりにより多くのより小さなプラットフォーム (商船を含む )

を試行する必要がある。日本の水陸両用部隊は、米海兵隊と同様に PLA の

海上作戦空間を拒否するため、より打たれ強くて柔軟性があり、分散配置

される必要がある。そのため、新しい革新的な技術の導入だけでなく、よ

り小さく、より使い捨てしやすく、より安価なプラットフォームに注目し

なければならない30。  

概念的には、日本の水陸両用部隊は、小型版米海兵隊を模倣し追求しよ

うとするのではなく、精鋭な両用戦コマンドまたは「海兵急襲部隊（marine 

raiders）」であると考えるべきである。「島嶼防衛」という拡大された概念

の下で、その部隊は代替的な水陸両用任務を担うことになるであろう。例

えば、より高速で小型の艦艇を運用することで、機動性の高い対艦・対空

兵器システムを島嶼部や商船を含む水上プラットフォームに配備すること

が可能になり、自衛隊の総体的な海洋拒否行動の一環として、PLA にさら

なる挑戦を提示することができる。また、特殊な水陸両用軽歩兵部隊とし

て、日本の島嶼に上陸した PLA 部隊を孤立、消耗させる戦略に「水機団

2.0」を使用することも可能だろう。そのような部隊は、現在の中量級の水
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陸両用部隊ではなく、より特殊部隊に近いものになるだろう。  

重要なのは、自衛隊が米国 (特に米海兵隊 )との緊密な関係を活用して、

対峙する環境での作戦に備えた水陸両用部隊の見直しと再編成を行うこと

である。先に述べたように、米海兵隊は中国の挑戦に直面し、その運用形

態の根本的な見直しを行っている 31。そして、米海兵隊と日本の水陸両用

戦部隊は別々の戦闘空間で戦うが、双方の行動は同期させることになるだ

ろう32。明らかに、より軽量であるがより汎用性の高い自衛隊の水陸両用

部隊は、同盟としての運用に比較優位をもたらす可能性がある。PLA に対

する日本単独の防衛戦略においても、より効果的である可能性がある。  

バーガー大将の指示と同様に、自衛隊が水陸両用能力を根本的に再検討

し、見直すために必要な文化的転換を起こすかどうかは、全く確信できな

い。確かに、自衛隊の統合能力の開発が本質的に欠如していることや、防

衛力の決定において陸上自衛隊が大きな影響力を持っていることから、水

機団は概念の焦点や構成の点ではあまり変化しない可能性が高い。日本の

水陸両用戦能力の開発という「埋没費用（sunk cost）」を要するアプローチ

は、驚くべきことでも前例のないことでもないが 33、水機団は、PLA がも

たらす深刻な脅威に対する南西諸島防衛を含む有事において、陳腐化する

リスクを負うことになる。  

 

ベンジャミン・シュリア : マッコーリー大学（オーストラリア・シドニ

ー）安全保障・犯罪学部長兼教授。  
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